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はじめに

　マルクスのいう「世界貨幣」とは，商品売買が国境を越えて世界的に行われるという

経済関係において，他のすへての商品の内在的な価値量をその使用価値の一定量におい

て表示する貨幣　　世界市場における　般的等価物　　であり ，世界貨幣はまず価値尺

度として機能し，さらに国際的貸借の決済のために一般的支払手段として機能する。し

かし，戦後（特に７１年以後）の国際的商品売買や国際的貸借決済をみてみれぱ，マルクス

の世界貨幣法則，したがってまた，貨幣法則や価値法則は，その妥当性を失っているよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
うにみえ，事実そのように主張する見解も存在する 。

　だが，マルクスの世界貨幣法則は，それが貫徹していないようにみえる現象のなかに

依然として貫徹しており ，失効してはいない。というのは，帝国主義の戦後段階におけ

る世界貨幣法則やその基礎上に展開される国際的信用法則は，国際通貨ドルが世界的な

収奪関係を媒介する通貨　　収奪通貨　　として機能するという法則によっ て侵害され ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
またその侵害に対して反発するという形態で貫徹しているからである。本稿ではそのこ

とを証明したい 。

　しかし，世界貨幣法則の今日的貫徹形態か説明されないのは，たんに玩象的事実にと

らわれているからというだけでなく ，そもそもマルクスの価値法則や，その展開形態で

ある貨幣の諸規定，そしてその最後の特殊規定である「世界貨幣」が正しく理解されて

いないことによるとも思われる。そこで，本稿では，まず，マルクスの世界貨幣法則が

何であるかを明らかにし，次に，世界貨幣法則の基礎上に展開される国際的信用法則に

ついて述べ，最後に，最初に述べた見地から世界貨幣法則の今目的貫徹形態を示す。こ

のことにより ，戦後（特に７１年以後）の国際通貨現象から生じている，労働価値論の今日

的妥当性に対する疑問に答えたい 。

　なお，国際通貨トルがｒ収奪通貨」として機能するという法則　　世界貨幣法則の今

日的貫徹形態を示すために不可欠の中間項　　の説明には経済過程の分析だけでは不十

分で，金融寡頭制の意志の国家意志への転化，各国の国家意志の調整過程の具体的分析

が必要であるが，これらについては別の機会に譲る 。

　　１）金ドル交換停止までは，国際通貨ドルを金ドル交換によっ て決済される信用貨幣と考え ，

　　　 この金トル交換を世界貨幣の　般的支払手段機能の貫徹とみる見解か　般的だ った。この理

（１８４）



　　　　　　　 ドル体制下における世界貨幣法則の貫徹形態（野村）　　　　　　４９

　解に従えぼ，金ドル交換停止はドルの信用貨幣性の喪失であるから，金ドル交換停止下のド

　ルの国際通貨としての通用を「無理」と理解する見解を生みだした。ここで，金ドル交換停

　止をドルの信用貨幣性の喪失と考えていることは，世界貨幣の一般的支払手段機能が失効し

　たという認識を示している。この潮流を代表する見解として，小野朝雄「世界市場と金為

　替」松井安信 ・三木毅『信用と外国為替』，ミネルヴ ァ書房，１９７８年，がある。しかし，金

　ドル交換停止後１０数年間にわたってドルが国際通貨として通用していることから，この現象

　を「無理」と理解するのではなく ，国際的な信用関係を媒介して説明する見解が現れた。こ

　の見解は，国際通貨を「取引通貨としての私的国際通貨」と「準備通貨としての公的国際通

　貨」に分類する。そして，そもそも銀行間為替取引において現れる私的国際通貨は金交換性

　にかかわりなく通用するものと考え，公的国際通貨についてもドルの「価値維持」を求める

　運動　　 トルから他通貨，金への乾換運動一を「国際通貨協力」によって支疋ることによ

　っ て通用するものと説明する 。つまり ，ドル体制下における国際通貨現象は世界貨幣法則と

　はほとんど無関係な現象と理解されているのであり ，世界貨幣法則の今日的な貫徹彩態は問

　題にされていない。この潮流を代表する見解として，深町郁也『現代資本主義と国際通貨』

　岩波書店，１９８１年がある 。

２）　これについては，拙稿，「不換ドルの貨幣 ・信用論的意味」ｒ立命館経済学』第３７巻第３号
，

　１９８８年８月 ，でその基本的な内容を明らかにした。本稿ではこれをさらに具体的に明らかに

　する。なお，独占段階において，価値法則が剰余価値法則によっ て侵害（Ｖｅｒ１ｅｔｚｔｅｎ）され ，

　価値法則はこの侵害に対して反発するという形態で貫徹するという見地については，上野俊

　樹「労働価値論と現代」０～（完）『経済』１９８５年５月号～８月号，および，上野俊橦寸 ・鈴木

　健編『現代の国家独占資本主義』上巻，１９８７年，序章，を参照 。

Ｉ　世界市場における　般的等価物としての世界貨幣

　　　　　国際的等価交換を媒介する世界貨幣

　ドル体制下における世界貨幣法則の貫徹形態を示すためには，その前提としてマルク

スの世界貨幣概念を明らかにしておく必要がある。そこで，本章ではまず，世界貨幣そ

れ自体の概念を明らかにし，次に，世界貨幣が世界市場における価値尺度として機能す

ることを示し，最後に，世界貨幣の一般的支払手段機能にっいてみておく 。まず，貨幣

の最後の特殊的規定としての世界貨幣の概念を明らかにしよう 。

　（１）貨幣の最後の規定としての世界貨幣

　『資本論』第１巻第３章第３節 ｃ「世界貨幣」は，貨幣の最後の特殊的な規定である 。

すなわち，第１章「商品」およぴ第２章「交換過程」で与えられた貨幣の最初の　般的
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規定の展開としての，単純商品流通の範囲内での最後の特殊的規定である。第３章第３

節ｂまでは，外国貿易などを表象におかず一国の商品貨幣関係をみたもの，あるいは ，

全商業世界を一国とみての商品貨幣関係の分析であ った。これに対して「世界貨幣」で

は， 個別的な商品貨幣関係からそれらの相互関係，それらの全体へすすみ，国家，外国

貿易，世界市場を表象において貨幣の特殊規定を与えている。この展開は，個別的なも

のとしての一般から個別的なものの相互関係への前進である。もちろん，国家，外国貿

易， 世界市場は資本一般の理論である『資本論』の範囲をこえる範晴であるから ，ｒ世

界貨幣」でそれらが説明されているわけではなく ，前提されているだけだが，それまで

表象においていなかった個別的な商品貨幣経済の国境を越えた相互関係を表象において

いるからこそ，世界貨幣は貨幣の新しい，独自の，特殊的規定をなすのである 。

　ところが，「世界貨幣」を貨幣の特殊規定とする理解に対して，「世界貨幣としての機

能は，貨幣が購買手段や支払手段として機能する場所を，国内から国家間に移しかえた

にすぎず，世界貨幣を貨幣の新しい独自な規定と考えることはできない」という見解が
　　　１）
存在する。しかし，この見解は誤っている。国家によっ て総括された個別的な商品経済

どうしの相互作用　　外国貿易，世界市場　　を表象に置き，そこにおける価値法則の

貴徹を示したことこそ，それ以前には示されていない新しい独自な規定である。国内流

通の範囲を越えた世界的な商品交換において貫徹する価値法則が，「世界貨幣」という

法則である。マルクスは世界貨幣について次のように述べている 。

　「世界貿場では，諸商品は，それらの価値を普遍的に展開する。したがってまた，こ

こでは諸商品にたいしてそれらの独立の価値姿態も世界貨幣として相対する。世界市場

ではじめて貨幣は，十分な範囲にわた って，その現物形態が同時に抽象的人間労働の直

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
接に杜会的な実玩形態である商品として，機能する 。」

　つまり ，世界貨幣とは，商品売買が国境を越えて世界的に行われるという経済関係に

おいて玩れる貨幣ということであり ，世界市場において他のすへての商品の内在的な価

値量をその使用価値の一定量において表示する貨幣　　他のすへての商品から排除され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
た世界市場における　般的等価物　　ということである。そして，世界市場において ，

「貨幣は価格の度量標準や鋳貨や補助貨や価値章標という国内流通部面でできあがる局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
地的な形態を再び脱ぎ捨てて，貴金属の元来の形態に逆戻りする」から，世界市場にお

いて個々の商品に含まれている価値量は金の使用価値の分量によっ て表示されることに

なる。したがって，通常いわれている「世界貨幣は金である」ということの本当の意味

は， 世界貨幣の概念，世界貨幣という法則は，一国の範囲を越えた世界的な範囲におい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８６）
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て， あらゆる商品に含まれる抽象的人間労働が金の現物的形態によっ て表現される ，と

いうことであ って，この法則は一つの経済的杜会関係を表現しており ，たんに世界貨幣

は金という物である（あるいは金という物でなけれぼならない）ということではない。世界

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）貨幣は金という物（Ｄｉｎｇ）ではなく経済的杜会関係という事象（Ｓａｃｈ・）であり ，金はこ

の経済的杜会関係の担い手である 。

　以上，『資本論』の世界貨幣規定が貨幣の最後の特殊的な規定であることを明らかに

してきた。しかし，世界貨幣は貨幣の特殊的な規定であるだけではない。世界貨幣にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）いて「貨幣の定在様式がその概念に適合したもの」になるという表現から理解されるよ

うに，世界貨幣は貨幣の概念と定在か一致した完全な貨幣　般の概念であり ，一国の範

囲内における貨幣の一般的概念（ｒ資本論』第１章および第２章）と貨幣の諸機能の概念

（第３章第１節～第３節ｂ）を特殊的なものとしてうおに含んだもっとも一般的な概念であ

る。 世界貨幣がそれ以前の規定を内に含む一般的な概念であることは，世界貨幣を第３

章第３節 ｃの簡潔な叙述だけで理解することはできず，それ以前に展開されている諸規

定を含めてこそ初めて理解できるという事情からも明らかである。すなわち，労働の二

重性を分析して抽象的人間労働を純粋に取り出すこと ，これが相互他人的な経済関係の

もとでのみ価値という形態をとること ，この経済関係のもとでは個 々人の私的労働はそ

の産物である商品の交換を通じて杜会的労働として妥当すること ，それゆえ商品価値は

杜会関係の結晶であり ，その価値を自分で表現できないこと ，したがってある商品は自

らの使用価値を他の商品の使用価値で表すこと ，この単純な価値形態が貨幣彬態まで展

開され，貨幣形態において貨幣商品は他のすへての商品から　般的等価物として排除さ

れ， 他の商品の価値をその使用価値で表現すること ，およそこれらのことを理解せずに ，

世界貨幣か他のすへての商品から排除された世界市場における　般的等価物であること

は理解できない。次にみる世界貨幣の機能についても同様である。第３章第３節 ｃの叙

述そのものにおいては，それ以前に展開したことを繰り返し述べていないが，世界貨幣

はそれらを内に含んている。だからこそ，世界貨幣は貨幣の最も　般的な概念をなすの
　　７）
である 。

　したが って，商品貨幣関係の分析を行った『資本論』第１巻第１篇の最後の規定であ

る「世界貨幣」は，貨幣の最後の特殊的規定であるとともに，それ以前の貨幣の諸規定

を特殊的規定としてうちに含むもっとも一般的な概念であると理解されねぼならない
。

それゆえに，「芦界貨幣」は，価値法則の，商品流通の範囲内における最後の特殊的規

定であり ，同時に，最初の一般的な価値法則を特殊的規定としてうちにふくむ価値法則
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の最も　般的な規定である。ここでいう最初の　般的な価値法則とは，抽象的人間労働

という超歴史的な生理学的事実が人々が「互いに他人である」という経済的杜会関係の

もとで価値という形態をとるととらえ，この価値の現象形態をもっとも一般的な形態

　　「単純な価値形態」　　から「貨幣形態」まで展開し，貨幣商品が金に固定すれは ，

個々の商品の内在的な価値量（あるいは労働量）は金の使用価値の分量によって表示され

る， というものである。このように，抽象的人間労働という超歴史的な実体をとらえ ，

ついでこの実体が価値という形態をとる経済的杜会関係を示し，さらに価値という実体

の現象形態を明らかにしてえられた価値概念が価値法則である。たんに等価交換という

量的関係だげをいっ たものではない。世界貨幣を媒介とした商品流通は，この価値法則

に規定されている。この価値法則の内容を前提したうえで，交換の量的側面を取り出せ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ぱ， 世界貨幣を媒介とした商品流通は等価交換である 。

　また，世界市場における経済的杜会関係についてみれぱ，商品の価値が労働時間によ

って直接的に表示されず，労働時間が対象化された他商品の一定量で表示されるのは ，

資本主義的国際経済関係がその基礎において商品経済関係をもっ ており ，商品経済関係

が「互いに他人であるという関係」であるからである。すなわち，私的所有にもとづく

無政府的生産であるからである。だからこそ，世界市場における諸商品の一般的等価物

も， 国内市場におけるそれと同じく ，特殊な商品，すなわち金なのである。商品経済関

係が廃止されない限り ，世界市場においても一般的等価物はそれ自身が価値である特殊

な商品である 。

（２）世界貨幣の価値尺度機能

　世界貨幣としての金の第一の機能は，国内流通部面における金と同じく ，諸商品にそ

の価値表現の材料を提供すること ，または，諸商品価値を同名の大きさ ，すなわち質的

に同じで量的に比較の可能な大きさとして表すことにある。世界市場においても ，金は

諸価値の　般的尺度として機能し，ただこの機能によっ てのみ，金という独自た等価物

商品はまず世界貨幣にたる。世界貨幣の価値尺度機能は，『資本論』第１巻第３章第１

節「価値の尺度」における諸規定の世界的な範囲における再現である。なお，ここでマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ルクスは「世界市場では二通りの価値尺度が，金と銀とが，支配する」という特殊規定

を与えているか，世界の大部分か金本位制，金見換制をとるようにな った段階　　第１

次大戦前　　以後においては，世界市場においても価値尺度として機能するのはただ一
　　　　　　　　１０）
つの商品，金である 。
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　（３）世界貨幣の　般的支払手段機能

　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　世界貨幣は「国際的貸借の決済」のために　般的支払手段として機能する。「般的」

の意味は０機能する範囲が個別的な国民経済の枠を超えた「国際的」な領域であるとい

う意味，　国際的な債権債務の外国為替銀行への集中を前提とした相殺差額の「最終

的」決済という意味，の二つである。のの意味ては，国際的な信用関係　　商業信用と

銀行信用　　を念頭に置きなからそれを捨象して，すなわち債務者と債権者との関係と

して支払手段機能を論じているのである 。

　ｒ支払手段」の意味は国内流通の場合と同じである。国際取引においても貨幣は，第

一に，価値尺度として機能し，販売される商品の価格を決定する。契約によっ て確定さ

れた商品の価格は，購買者の債務の大きさを示す。貨幣は第二に，観念的な購買手段と

して機能する。それは，ただ，購買者の貨幣支払約束のうちに存在するにすぎないとは

いえ，商品の持ち手転換をひきおこす。支払期限に達したときはじめて貨幣は支払手段

として機能し，現実の流通に入る。しかし，商品はすでに流通からひきあげられてしま

っているから，貨幣はもはや過程を媒介するのでは無く ，交換価値の自立的定在として
　　　　　　　　　　　１２）

，１３）

過程を終結させるにすぎない 。

１）例えぼ，字野弘蔵『経済原論』上，岩波書店，１９６０年，山口重克『資本論の読み方』有斐

　閣，１９８３年，武井邦夫『経済学原理』時潮杜，１９７４年，など。さらに宇野弘蔵氏らは，「純

　粋資本主義を想定した原理論において，抽象的にせよある領域をもっ た国家の存在を予定し ，

　その内と外，ないし複数の国家間の関係を考えることはできない」という方法に基づいて
，

　貨幣の最後の規定を「世界貨幣」から「資金」に置き換え，「資金」の「新たなる機能」と

　して「資本に転化する資金」という機能規定を与えている。例えぱ，宇野弘蔵『経済原論』

　岩波全書，１９６４年，日高晋『経済原論』有斐閣，１９８３年，時永淑『経済原論』上，法政大学

　出版局，１９６５年，などである。その結果，宇野弘蔵氏らの国際的商品流通に関する分析は ，

　世界貨幣法則とは無関係に，もっ ぱら国家の諸政策，とくにその経済政策の歴史的変遷を考

　察する段階論，現状分析論で行われることになる。この方法それ自体にたいする批判として ，

　見田石介「宇野弘蔵氏のいわゆる原理論と段階論について」『見田石介著作集』第３巻，大

　月書店，１９７６年がある 。

２）Ｋ・Ｍａｒｘ，Ｄａｓ　Ｋａｐｉｔａ１，Ｂｄ・Ｉ，Ｍａｒｘ－Ｅｎｇｅ１ｓ　Ｗｅｒｋｅ，Ｄｉｅｔｚ　Ｖｅｒ１ａｇ，Ｂｄ．２３，Ｓ，１５６，大月書店

　版全集，第２３巻第１分冊，１８６べ 一ジ 。

３）　このように，世界貨幣が貨幣の一つの独自の規定であることを，マルクスの叙述に即して

　解明したものとして，久留間鮫造『マルクス経済学 レキシコソ』＠，および，同書ｒしお

　り」，大月書店，１９８４年がある 。

４）Ｋ．Ｍａｒｘ，ａ．ａ．Ｏ ．，

Ｓ． １５６，同上書，１８５～１８６べ 一ジ 。

５）ＤｉｎｇとＳａｃｈｅの意味の違いについては，山本広太郎『差異とマルクス』大月書店，およ

（１８９）
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　び，上野俊樹「労働価値論と現代」　，［経済』１９８５年６月号，１９０～１９１ぺ 一ジ，を参照 。

　なお，「世界貨幣は金という物である」という理解を，マルクスの叙述に即して批判したも

　のとして，下平尾動「不換トルの国際通貨としての流通根拠」旧高と金融自由化の経済学』

　新評論，１９７８年がある 。

６）Ｋ．Ｍａｒｘ，ａ．ａ．０ ．，
Ｓ． １５６，同上書，１８３ぺ 一ジ 。

７）世界貨幣を金という物（Ｄｍｇ）と理解して経済的杜会関係という事象（Ｓａｃｈｅ）と理解し

　ない見解は，第３章第３節 ｃ冒頭部分の理解として誤ったものであるが，この誤りは，この

　部分か　　この部分だけではないか一それ以前に展開された商品貨幣関係に関する豊富な

　諸規定を内に含むものと理解せず冒頭部分の「国内流通部面から外に出るときには，貨幣は

　　　 ・・貴金属の地金形態に逆戻りする」という叙述にとらわれていることから生じているもの

　と思われる 。

８）　これに対して，世界市場においては　般的に不等価交換か行われるとする誤った見解か存

　在する。例えぱ，名和統一『国際価値論研究』日本評論杜，１９４９年である。これに対する批

　判として細井俊明「世界市場の特殊性と国際価値論」東思都立大学『経済と経済学』第４４巻 ，

　ユ９８０年がある。細井氏は，世界市場における商品の個別的価値（国際的個別価値）および杜

　会的価値（国際的価値）がどのように規定され，国際的価値が国際的価格をどのように規定

　するかという問題を正しく解明している 。

９）Ｋ．Ｍａｒｘ，ａ．ａ，Ｏ ．，

Ｓ． １５７，同上書，１８６ぺ 一ジ 。

１Ｏ）　この点に関しては，０金ドル交換停止下では各国通貨の貨幣名称の表す金量が不確定であ

　ること ，（２）ロンドン金市場でのドル建金相場の変動が他の投機的商品相場の変動と同じよう

　にみえること ，などから金の価値尺度機能の失効を認める見解が支配的である。例えぱ，岩

　野茂道丁ドル本位制』熊本商科大学海外事情研究所，１９７７年。この見解に対する批判として

　は，山田喜志夫ｒ金　　現代における金の意義と役割」小野朝雄編丁金　外国為替　国際金

　融』ダイヤモンド杜，１９８６年，がある 。

１１）Ｋ．Ｍａ凧，ａ．ａ．０ ．，
Ｓ． １５８，同上書，１８７べ 一ジ 。

１２）　この点については，金ドル交換停止下では国際的貸借の決済に金が登場しないことから ，

　金の　般的支払手段機能の矢効を認める見解が存在する。例元は，小野朝雄「世界市場と金

　為替」松井安信 ・三木毅編［信用と外国為替』ミネルヴ ァ書房，１９７８年，今宮謙二［現代国

　際金融の構造』実教出版，１９７６年。これに対する批判として，久留間健「不換ドルの国際通

　貨としての流通根拠」長淵一二編『現代資本主義と多元杜会』日本評論杜，１９７９年，がある 。

　久留間氏は国際的貸借の決済に金が登場しないという現象を，相殺差額決済の繰り延べと理

　解されている。ただし，何故操り延べられるのかについては理論的に解明されていない 。

１３）マルクスは，世界市場における価値尺度，世界市場における一般的支払手段の他にも，世

　界貨幣の規定を与えている。世界貨幣は，「諸国間の物質代謝の従来の均衝が突然撹乱され

　るとき」，　般的購買手段として機能する。また，「購買でも支払でもなく ，一国から他国へ

　の富の移乾が行われる場合」で，ｒしかも商品形態でのこの移転が，商品市場での景気変動

　や所期の目的そのものによっ て排除されている場合」，世界貨幣は富一般の絶対的杜会的物

　質化として機能する。さらに，各国が世界市場流通のために準備金を必要とするため，世界

（１９０）
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貨幣は蓄蔵貨幣として機能する。この蓄蔵貨幣機能は『資本論』第１巻第３章第３節 ａ　ｒ貨

幣蓄蔵」の諸規定の世界的範囲における再現である。次にマルクスは金銀の二重の流れ

産金国から各国への流れと ，為替相場の絶又間なし変動に伴う各国間の流れ　　につして説

明し，最後に，「ブルジ ョア的生産の発展している諸国は，銀行貯水池に大量に集積される

蓄蔵貨幣をその独自な機能に必要な最小限に制限する」ことを指摘して，「世界貨幣」の節

を終わ っている。以上，引用は，Ｋ　Ｍａｒｘ，Ｄａｓ　Ｋａｐ１ｔａ１，Ｂｄ　Ｉ，Ｍａｒｘ－Ｅｎｇｅ１ｓ　Ｗｅｒｋｅ，Ｄ１ｅｔｚ

Ｖｅｒ１ａｇ，Ｂｄ・２３，Ｓ・１５７－１６０，大月書店版全集，第２３巻第１分冊，１８７～１９０べ 一ジ 。

ｎ　世界貨幣法則の基礎上に展開される国際的信用法則と国際通貨

　　　　　　　　国際的等価交換を媒介する国際通貨

　前章では，マルクスの世界貨幣法則を明らかにした。しかし，世界貨幣の　般的支払

手段機能は，二国間の債権債務の相殺差額を金現送によっ て決済することであるから ，

国際的な商業信用，さらには国際的な銀行信用を前提としている。また，世界市場にお

ける価格の度量標準は，国際的信用関係の発展と ，世界経済において中心的地位にたつ

国家の形成の結果，金の重量単位から特定一国の通貨単位に転化する。これらは，前章

では前提されているだけで説明されていない。また為替相場の変動の重心を決定するも

のが何であるかも明らかにされていない。これらは，世界貨幣法則から区別される国際

通貨法則の問題である。そこで，本章では，第１に，国際的商品経済関係における国際

通貨規定からはじめ，次に，国際的商業信用関係における国際通貨規定を与え，第３に

国際的銀行信用関係における国際通貨規定を行う 。そのうえで，最後に，自由競争段階

における国際通貨法則と世界貨幣法則の関係について説明する。まず第１の問題からみ

ていこう 。

　（１）世界市場における価格の度量標準としての国際通貨

　すでにみたように世界市場における経済的杜会関係は，一国の内部におけると同様 ，

人々 が相互に私的労働者として相対し，自らの私的労働の生産物を相互的に交換する経

済関係，人々か「互いに他人である」という経済的杜会関係　　商品経済関係　　であ

る。 したが って，世界市場においても ，個 々人の私的労働はその産物である商品の交換

を媒介として杜会的労働であることを実証しなければならない。このため，それ自身と

しては超歴史的な生理学的事実である抽象的人問労働が，世界市場においても ，一つの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９１）
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杜会関係をあらわすものとなり ，価値という形態をとることに匁る。しかし，商品価値

か杜会関係の結晶であるということは，商品か自らに内在的な価値量あるいは労働量を

直接に表示できないことを意味する。そこで，ある商品は自らの価値を他の商品の使用

価値で表現し，ある商品の価値量は他の商品の使用価値量で表現される。そして，他の

すべての商品から一般的等価物として排除され，他のすべての商品の価値をその使用価

値で表現する商品が貨幣とたり ，世界市場では世界貨幣となる。世界貨幣の存在形態は

金であるから，世界市場において，個々の商品に含まれている価値量は金の使用価値量

によっ て表現される。こうして，世界貨幣は商品価値の一般的尺度として機能すること

になる。商品の内在的価値は，金のさまざまな分量によっ ては相互に比較され，測られ

る。 金の重量単位が価値尺度として機能する 。

　しかし，諸商品の価格は頭の中で観念的に一定重量の金と比較すれはつけられるのだ

から，価格規定にあたっては，現実の金が必ずしも必要なのではなく ，表象された金が

計算貨幣として機能すれぱよい。ドルやセ１／トという貨幣名称の単位が金の一定分量を

代表する単位である場合，貨幣名称の一定量は，それが代表する金の一定量に対象化さ

れている労働量を表現する。こうして貨幣名称の単位が価格の度量標準となる。これは ，

マルクスが価値の尺度の価格の度量標準への転化として述べているところである。しか

し， ドル，ポノド，マルクなど各国ごとにぱらぱらな価格の度量標準は，世界市場では

再び金の重量名称に転化する。国内流通部面から外に出ると同時に，貨幣は，国内流通

部面で生いたってくる価格の度量標準という局地的形態をまた脱ぎ捨てて，もとの貴金

属の地金形態に逆戻りする 。

　だが，特定の一国が世界経済において中心的地位に立ち，国際的な取引決済業務がそ

の特定の一国の国際金融市場に集中するようになると ，国際的に取引される商品の価格

は， この特定の一国の貨幣名称で表示されることになる。１９世紀後半から今世紀の初頭

にかけてイギリスがその地位に立ち，ロンドン金融市場（シティ）に国際的な取引決済

が集中し，イギリスの国民通貨ポソドが世界市場における価格の度量標準とな った。こ

の時期のイギリスのポ１■ドのように，世界市場において価格の度量標準として機能する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
国民通貨が，国際的な商品経済関係における国際通貨である。しかし，ポソドという貨

幣名称は，金の一定重量を表現する単位であり ，金に含まれた対象化された労働量を表

現するものだから，世界市場においても国内流通の場合と同じように，価値の尺度が価

格の度量標準に転化している。したが って，国際通貨で商品の価格が表現されている場

合も ，交換はその量的側面において等価交換であり ，商品の価格は労働量によっ て規定

（１９２）
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される価値量を重心に運動し，長期的 ・平均的には，商品価格は商品価値に規定される

ことになる 。

　（２）国際的商業信用関係の担い手としての国際通貨

　商品の購買や販売が国境を越えて行われる場合，一方の国と他方の国では，価格の度

量標準や鋳貨，補助貨，価値章標が異な っており ，したがってまた，それらがそれぞれ

の国の内部においてしか通用しないため，輸入の結果生じた国際的な債務や，輸出の結

果生じた国際的な債権を，国内の債樹責務に振り替える必要が生じる。さらに，国境を

越えた売買では，商品の輸送に一定の時間を要するという事情が加わって，商品は貨幣

と引き換えにではなく ，書面での一定期日の支払い約束であり ，満期支払日まで支払手

段として流通する手形と引き換えで売られるようになる。この手形が外国為替手形であ

り， この流通によっ て国際的商業信用関係カミ形成される。もおろん，金現送によっ て支

払うこともできるが，これには現送費が必要なため，実際にはこれを節約するために外

国為替手形が振り出される。この外国為替手形が特定の一国に対して振り出される場合 ，

その外国為替手形が国際通貨の存在形態となる。以下このことをみてみよう 。

　いまＸ国ＡがＹ国Ｂに対してＹ国通貨建で商品輸出を行うと ，ＡとＢの間に国際間の

債権債務（ＡのＢに対する債権，ＢのＡに対する債務）が発生し，他方，同時期にＸ国Ｃが

Ｙ国Ｄに対してＹ国通貨建で商品輸入を行うと ，ＣとＤの間に国際間の債権債務（Ｃの

Ｄに対する債務，ＤのＣに対する債権）が発生する。ここで，Ｘ国の廣権者Ａは，Ｙ国の債

務者Ｂ宛のＹ国通貨建為替手形（取立為替）を振り出す。そしてこれを自国Ｃに引き受

けてもらうことで，Ｘ国の債権者Ａは額面に記載された自己の債権を自国通貨で回収す

る。 Ｙ国Ｄに対する債務者であるＸ国Ｃは，この手形を自己の債権者であるＹ国Ｄに送

ることで輸入によっ て生じた債務を支払い，Ｙ国の債権者Ｄは，Ｘ国Ａに対する債務者

である自国ＢにこのＢ宛手形を引き受けさせ、自己の債権額をＢから受け取る。これに

よって ，国際間の債権倹務（Ａく・＞Ｂ ，Ｄ弓Ｃ）は，一国の債権債務（Ａ＜・〉Ｃ ，Ｄく・〉Ｂ）に振

り替えられ，債権者Ａ，Ｄはそれぞれ自国通貨で債権を回収し ，Ａ〈二〉Ｂ ，Ｄ＜・＞Ｃが同額

であれぼ，この取引はすべて終了する。ＢがＡに輸出する場合は，Ｂが手形を振り出す

ことから始まってこの過程を逆にたどることになる 。

　ここで仮にＸ国を日本，Ｙ国をイギリスとすれぼ，ポンド建手形がポンド貨幣で支払

われる手形であることを考えれぱ，日本のＡの振り出したポソド建手形を日本のＣが引

き受け，ＣがＡに円貨幣を支払うという関係は，ポンド貨幣と円貨幣が交換されるとい

（１９３）
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うことを意味する。イギリス国内でしか通用しないポソド貨幣が，外国為替手形として

は， 日本での取引決済において通用するのである。こうした国際的な廣権倹務の国内的

な債権賃務への振り替えによっ て， 国民通貨は国境を越えて通用するようになる。さら

に， イギリスと他国との関係だけでなく ，日本のアメリカのような三国間の取引におい

ても ，一般的にポソド建手形が振り出されるようになると ，ポンド建手形はあらゆる国

際取引の決済に使われることになる。イギリスに限らず，特定の一国が世界経済におけ

る中心的地位を獲得し，国際的な取引決済業務を自国の国際金融市場に集中してしまえ

ぱ， 各国の輸出者と輸入者は，その特定の一国の通貨建で外国為替手形を振り出すこと

になる。その特定一国通貨建の外国為替手形が商業信用関係における国際通貨の存在形

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
態であり ，国際通貨は国際的な商業信用関係の担い手である 。

　このように，外国為替手形は，その持参人に対して債務者がその額面に記載されてい

るだけの貨幣を支払うということを約束した信用貨幣であり ，外国為替手形は，金の一

定重量を表現しており ，金に含まれた対象化さた労働量を表現している。したか って ，

外国為替手形で商品の購売や販売が行われる場合も，この購買や販売はその量的側面に

おいて等価交換である 。

　また，上記Ａ－Ｃ間に成立する為替相場は，Ｘ国通貨とＹ国通貨の交換比率を表して

いるが，この交換比率は，Ｘ国通貨とＹ国通貨の代表金量間の比率（したがってまた両国

通貨の代表する労働量間の比率）を重心として変動し，この重心は各国通貨の代表金量間

の比率の変化に応じて変化する 。

　（３）国際的銀行信用関係の担い手としての国際通貨

　外国為替手形は，銀行による手形割引をつうじて，銀行業者に集中する。いま ，前節

のＣとＤを為替銀行とすれぱ，ＡはＢ宛に振り出したＹ国通貨建外国為替手形を銀行Ｃ

に持参し，この手形を割り引いてもらっ て自国貨幣を手に入れる。つづいて，銀行Ｃは ，

この手形を銀行Ｄに送る。手形の送付を受けた銀行Ｄは自行に開設されている銀行Ｃの

Ｙ国通貨建預金に額面に記載された貨幣額を振り込んだうえ，送付された手形をＢに提

示して同額の貨幣を受け取り ，この取引は完了する。Ｂが輸出する場合は，ＢがＡ宛に

手形を振り出すことから始まっ てこの過程を逆にたどることになる。ここで，Ａ，Ｂが

Ｘ国，Ｙ国の輸出入業者を代表しているとすれは，Ａ，Ｂの賃権債務は，銀行Ｃ，Ｄに

集中することになる。ここでＣ－Ｄがお互いに コルレス契約を結んでいれぱ，為替銀行

Ｃ－Ｄ間の債権債務は，コルレス先に設けられた預金勘定，つまり為替決済勘定の増減
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（貸借記）によっ て相殺されることになる 。

　この例から理解されるように，為替銀行間の取引決済は，各 々の為替決済勘定の貸借
　　　　　　　　３）
記によっ て行われる。この例て，もし，ＣとＤの債権債務か同額てあれは，債権債務は

すべて相殺され銀行問の為替取引は行われない。しかし，相殺差額が発生すると ，Ｘ国

通貨が余ってＹ国通貨が不足したり ，Ｘ国通貨が不足してＹ国通貨が余ることになり ，

為替銀行は，通貨の過不足を調整し，為替リスクを回避するために，銀行間の為替取引

を行うことになる。この銀行間の取引を行う外国為替市場が，対顧客取引市場から区別

されるインターバンク市場である。そして，このインターバンク市場での為替取引が特

定の国の通貨に集中するようになると ，各国通貨の為替相場はその通貨に対して表示さ

れるようになり ，為替銀行間の相殺取引もその特定の一国におかれた為替決済勘定で行

われるようになり ，その国の為替市場は国際金融市場となる。この国際金融市場におか

れた為替決済勘定が，銀行信用関係における国際通貨の存在形態であり ，国際通貨は国
　　　　　　　　　　　　　　　４）
際的な銀行信用関係の担い手である 。

　このイソターパソク市場で成立する為替相場（上記Ｃ－Ｄ間に成立する為替相場）はＸ国

通貨とＹ国通貨の交換比率を表しているが，この交換比率もまた，Ｘ国通貨とＹ国通貨

の代表金量間の比率（したがってまた両国通貨の代表する労働量間の比率）を重心として変動

し， この重心は各国通貨の代表金量間の比率の変化に応じて変化する。なぜなら，自由

競争段階の銀行は，帝国主義段階の独占的銀行資本に比べれぼ，まだ控え目な仲介者と

しての役割をはたしているにすぎず，為替投機による収奪や損失が一般的なものにな っ

ても ，投機者の特定の部分がいつも利得するようなことにな っていなかったからである 。

自由競争段階における為替投機は，平等な投機者どうしの争いであり ，偶然性によっ て

それぞれの投機者に利得と損失が振り分けられるため，自らの基盤である価値法則を侵

害しないのである 。

　（４）世界貨幣法則を侵害しない国際通貨法則

　以上のように，資本主義世界経済において中心的地位を獲得し，国際的な取引決済業

務を自国の国際金融市場に集中した，特定の一国の国民通貨が国際通貨となる。とはい

え， 自由競争段階における中心資本主義国とそれ以外の資本主義諸国との関係は相互的

な平等を基調とする関係であり ，経済的にも ，各国の商品所有老の相互他人的な関係を

基礎に，輸出入を行う資本家どうしの対等な関係，さらに銀行資本問の平等な関係が重

層的に存在している。自由競争段階の国際通貨法則は，こうした国際的政治 ・経済関係

（１９５）
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を前提として成立する。この国際的政治 ・経済関係のもとにおいて，国際通貨で表示さ

れる商品の価格はその商品に含まれている内在的な価値量を表現し，国際通貨の存在形

態である外国為替手形による商品売買は等価交換となり ，銀行間市場で成立する為替相

場は，各国通貨の代表金量間の比率を重心として変動する。したが って，自由競争段階

において貫徹する国際通貨法則は，世界貨幣法則　　世界貨幣は世界市場における一般

的等価物であり ，価値尺度，　般的支払手段として機能するという法則　　を侵害せず ，

その基礎上に展開されるのである 。

　　１）近代経済学では，国際的な商品売買において価格表示に使われる通貨を，「契約通貨」と

　　　命名している。これは，たんに現象的事実を表現している用語にすぎす，国際的商品貨幣関

　　　係を表現するカテゴリー ではない。むしろそれを隠蔽する用語である。したが って，国際通

　　　貨現象を科学的に説明する際に，この用語を無媒介に使用するのは適切ではない 。

　　２）近代経済学のいうｒ決済通貨」は，ここで述べた国際的な経済関係を表現するカテゴリー

　　　ではなく ，「契約通貨」と同様，無媒介に使用するのは適切ではない 。

　　３）銀行間の相殺取引の詳細については，増田正人「国際通貨の構造と論理」東京大学『経済

　　　学研究』第３１号，１９８８年，を参照 。

　　４）国際通貨は，一般的に，国際通貨国に置かれた非居庄者保有の債権である，と理解され ，

　　　近代経済学ではこれをｒ準備通貨」と命名している。しかし，外貨建贋権のなかには，決済

　　　性のある預金だけでなく ，決済性をもたない定期性預金もふくまれているから，外貨建債権

　　　全体を国際通貨と理解することはできない。この点については，増田正人，同上論文，２１～

　　　２２べ 一ジ，を参照。なお，国際通貨の存在形態を決済性のある預金に限定することは，「円

　　　の国際化」，「マルクの国際化」といわれる現象，あるいは「国際通貨としてのドルの地位の

　　　低下」といわれる現象を理解するうえで意味をもっ てくる。何故なら，ドル建の決済性預金

　　　の比率は，こうした現象の下でも低下していないからである 。

皿　トル体制下における国際通貨法則と世界貨幣法則

　　　　国際的不等価交換を媒介する国際通貨ドル

　これまでは，自由競争段階の国際的政治 ・経済関係の下で展開される世界貨幣法制と

国際通貨法則を明らかにしてきた。しかし，資本主義の帝国主義段階への発展にともな

い， 国際的政治 ・経済関係は，先進資本主義と発展途上国の支配従属関係，および，最

も強力な金融資本をもつ国家と相対的に弱い金融資本をもつ国家の支配従属関係に転化

する。とはいえ，帝国主義段階への発展は世界経済を計画経済化するものではないから ，

各国の商品生産者どうしの相互他人的な関係は新しい国際的杜会関係の基礎に残される 。
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このことは，帝国主義の戦後段階においてもかわらない。したが って，ドル体制におけ

る世界貨幣法則と ，それを基礎にし展開される国際通貨法則の貫徹形態を明らかにする

ためには，この両法則が貫徹していく新しい国際的杜会関係について説明しておく必要

がある。そこでまず，このことについてみておこう 。

　（１）帝国主義段階における国際的社会関係の変化

　資本主義の自由競争段階において，資本は自らの運動する基礎を拡大するため，商品

貨幣関係を世界的規模で拡大し，世界市場を創出した。これにより ，貨幣は世界貨幣に

発展した。マルクスは，この世界市場を念頭において，価値法則の展開形態である貨幣

の諸規定の最後に「世界貨幣」の規定を与えている。自由競争段階の資本は，この「世

界貨幣」という法則の基礎上で，国際的な商品取引，資本取引を展開し，国際的な取引

決済のための信用関係（国際的商業信用，国際的銀行信用）を発展させた。このことは，自

由競争段階の資本にとっ て， 世界貨幣法則を貫徹させることがその発展の条件にな って

いたことを意味するが，他方で，資本の発展が世界貨幣法則によっ て限界づけられてい

ることも意味していた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　レーニノが明らかにしているように，独占段階の支配的資本は金融資本であり ，金融

資本は剰余価値を独占利潤という形態で取得する。この剰余価値取得の形態こそ，金融
　　　　　　　　　　　　２）
資本の本性であり法則である。この独占利潤の確保は，国内的には独占資本と中小資本

との支配弓蛍制関係にもとづいていたが，国際的には発達した資本主義国と発展途上諸国

との支配 ・従属関係にもとづいている。また先進資本主義諸国間の関係においては，最

も力の強い金融資本をもっ た国家と ，相対的に力の弱い金融資本をもっ た国家との支配

　従属関係にもとづいている。こうした国際的杜会関係のもとで，金融資本は，不等価

交換によっ て独占利潤を確保すべく ，国内だけでなく国際的にも運動を展開していく 。

　しかし，世界貨幣法則の一つのモメソトをなす金の価値尺度機能が貫徹することは ，

交換の量的側面についてみれぼ等価交換を必然とするから，不等価交換を世界的規模で

拡大することを本性とする金融資本にとっての限界をなす。また，世界貨幣法則のもう

一つのモメノトをなす金による国際的債権債務の相殺差額の最終的決済は，金融資本の

国際的展開にとっての国際収支上の限界をなす。独占段階においては，自由競争段階に

おいて資本の発展の条件であった世界貨幣法則が，資本の発展の限界に転化する 。

　だが，そもそも資本は「自己の制限を乗り越えようとする無制限で無限度な衝動」で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）あり ，「どんな限界でも資本にとっ ては制限であり ，また制限たらざるをえない」のだ
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から，金融資本は，みずからの運動の限界に転化した世界貨幣法則を制限として意識し
　　　　　　　　　　　　　４）
て， これを乗り越えようとする。すたわち，国際通貨を媒介とする世界的な収奪体制を

創出しようとする。戦後においては，ＩＭＦ体制（ブレトン ・ウ ッズ体制）の創出であり ，

さらにＩＭＦ体制が金融資本の発展にとっ て制限に転化した段階では変動相場制の創出

である。第二次世界大戦期の不均等発展によっ て形成された，もっとも強い金融資本を

もつ国家アメリカは，発展途上諸国との関係においても他の先進資本主義諸国との関係

においても支配 ・従属関係をつくりだし，世界貨幣の価値尺度機能を侵害して自らに有

利な為替 レートを設定し，世界貨幣の国際的最終決済手段機能を侵害して国際収支の制

限を突破する国際通貨制度をつくりだしていく 。

　しかし，地球的規模で杜会主義体制か成立しない限り ，世界経済の計画化は根本的に

は実現しないのだから，各国の商品所有者どうしの相互他人的な関係は，この新しい国

際関係の基礎に残される。したが って，金融資本の蓄積法則によっ て侵害される世界貨

幣法則や，それを基礎にして展開される国際通貨法則は，失効してしまうのではなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
その侵害に対して反発するという形態で貫徹する。以上が帝国主義段階，およびその戦

後段階における国際的な杜会関係である。では，この新しい国際的杜会関係のもとで ，

世界貨幣法則，およびその基礎上に展開される国際通貨法則は，どのように侵害され ，

また，その侵害に対してどのように反発して貫徹していくのだろうか。まず，ＩＭＦ体

制からみていこう 。

　（２）ＩＭＲ体制下における世界貨幣法則の侵害と反発

　１　世界貨幣の価値尺度機能の侵害

　ＩＭＦ体制では，各国通貨は金の重量単位と結び付けられていた。しかも ，この各国

通貨と金との結びつきは，１ドルが金１／３５オソスを代表することを取り決め，このド

ルという貨幣名称を度量単位として各国通貨の代表金量を算出するという方法で行われ
６）

た。 したが って，一見すると ，ドルを通じて金の価値尺度機能が働いていたようにみえ

る。 しかし，金は労働生産物であり ，その価値は金生産部門の生産性の上昇に応じて減

少するから，金価値の減少に応じて各国通貨１単位が代表する金属重量は増加する。各

国通貨の価値を不変とすれば，金価値が１／１０に下落すれぱ，各国通貨の１単位が代表

する金量はもとの１０倍になる。しかし，金に固定比率で結びつげられたドルも ，ケイン

ス政策　　流通必要金量を越える紙券の流通への強制的投入　　によっ て減価するから ，

金の減価率かトルの減価率を上回らない限り ，トルの代表金量は低下していく 。さらに
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各国通貨もケインズ政策によっ て減価し，しかもアメリカと各国のイソフレ率が同一で

ない限り不均等に減価していくから，ドルと各国通貨の代表金量間の比率（実質的金平

価）も絶えず変動する 。

　したが って，ドル１単位を金１／３５オノスに結びつけ，金公定価格と金市場価格を固

定することは名目上のことであ って，むしろ，この代表関係を維持することは金の価値

尺度機能の侵害である。同様に，金１オンス：３５ドルと各国通貨の対ドル基準相場から

算出された各国通貨の代表金量（例えば，金１オンス＝３５ドルと１ドル＝３６０円から算出された

１円＝金２．４６８５３ミリグラム）を維持することや，各国の対ドル基準相場を維持することも

金の価値尺度機能の侵害である。だが，この価値尺度機能の侵害は，先進資本主義諸国

と発展途上国の支配 ・従属関係を前提として，不等価交換による独占利潤の取得を進め

ようとするアメリカ金融資本とそれに従属する各国金融資本の発展法則による侵害であ

り， 法則的 ・必然的なものである。まず，このことをみてみよう 。

　ケイソズ政策によるドルの減価率は生産性上昇による金の減価率を上回ってい ったも
　　　　　　　７）
のと考えられるから，１ドルが代表する金量は１／３５オンスを下回 っていき，したが っ

てまた，１ドルが代表する労働量は１／３５オ１■スの金に対象化された労働量を下回 って

いっ たものと考えられる。これに対して，途上国通貨が減価しないか，あるいは，ドル

の減価率が途上国通貨の減価率を上回っているならぼ，たとえ出発点における対ドル基

準相場かトルと途上国通貨との代表金量間の比率に一致していたとしても後には乖離し

ていき，実質的金平価からみてドルは途上国通貨に対して「過大評価」，逆に，途上国

通貨はドルに対して「過小評価」されることになる。ドルの減価率が途上国通貨の減価

率を下回っておれぼこの関係は逆になるが，この場合は途上国通貨が切り下げられたた

め， 結果は同じであ った。最も強い金融資本をもつ国家アメリカ（および，その他の先進

資本主義諸国）は，ドルが相対的に減価している場合は固定為替 レートを維持し，逆の

場合は途上国通貨の対ドルレートを切り下げて，為替 レートをアメリカ（および，その他

の先進資本主義諸国）にとっ て「過高」に，逆に，発展途上諸国にとっ て「過低」にして
　　　　　　８）
いっ たのである。このため，対ドル基準相場でドル建に換算すると ，途上国の商品価格

はその商品に含まれる労働量以下に表示され，各国金融資本は途上国商品を価値以下で

輸入した。逆に，ドル建の先進国商品の価格は，その商品に含まれている労働量以上の

独占価格で表示され，各国金融資本は，商品輸出によっ て商品価値以上のドルを取得し

た。 つまり ，各国金融資本は，途上国商品を安く買い叩き，自国商品を高く売りつけた 。

各国金融資本は為替 レートと独占価格を通じた不等価交換により ，途上国からの価値収

（１９９）



６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３８巻 ・第２号）

奪という形態で独占利潤を獲得し，市場支配と国際的展開をすすめた。この独占利潤の

源泉は，金融資本としての独占的産業資本が自らの生産過程で労働者を搾取して取得し

た剰余価値と ，途上国の商品を価値以下の価格で購買することによっ て収奪した価値 ，

および，先進国の商品を価値以上の価格で販売して収奪した価値である。このうち，途

上国商品の価値以下での購買は国際通貨ドルに媒介されている。したが って，ＩＭＦ体

制下の国際通貨ドルは，金融資本による途上国からの価値収奪を媒介するという機能 ，

すなわち，「収奪通貨」　　価値収奪通貨　　としての機能を果たしていたのである 。

　次に，世界貨幣の価値尺度機能の侵害が，アメリカと他の先進資本主義国との関係に

おいてどのような意味をもつかをみていこう 。すでにみたように，アメリカ以外の先進

資本主義諸国の通貨も ，イソフレ政策によっ て減価していくが，アメリカと各国のイソ

フレ率が同一でない限り不均等に減価していく 。したが って，アメリカよりもイソフレ

率が高い国の通貨の減価率は，ドルの減価率を上回り ，代表金量間の比率からみれば１

ドルと交換される通貨量は対ドル基準相場を下回っていき，その通貨はドルに対して相

対的に減価する。にもかかわらず，対ドル基準相場が通貨当局の介入によっ て固定され

るため，その通貨はドルに対して「過大評価」されることになる。逆の場合は，逆であ

る。 しかし，「過大評価」されるからとい って，先進資本主義諸国と途上国の場合のよ

うに，自国通貨が過大評価されている国がアメリカから価値収奪するということが主要

な側面とはならない。逆の場合も同様である。そのわげはこうである 。

　最も強い金融資本をもつ国家アメリカが他の先進資本主義諸国を支配し従属させてい

るとい っても ，支配されるものは一方的に受動的ではたい。支配され従属させられなが

らも各国金融資本は能動性を発揮する。すなわち，この支配 ・従属関係を自らの発展の

条件として資本蓄積を進めて行き，アメリカとの間でも一連の蓄積条件　　原料資源 ，

販売市場，運輸手段等　　の確保をめくる競争を行う 。ここで問題になるのは，先進資

本主義諸国の国内市場の確保をめぐる競争である 。

　ある国の通貨か代表金量間の関係からみてトルに対して「過大評価」にな っているこ

とは，その国の通貨の減価率がドルの減価率を上回っているにもかかわらず，通貨の交

換比率が調整されず，対ドル基準相場が固定されることから生じる現象である。その国

の通貨の減価率がドルの減価率を上回っていることは，その国の物価上昇率がアメリカ

の物価上昇率を上回っていることを意味するから，それにもかかわらず，通貨の交換比

率が固定されていることは，自国通貨が「過大評価」されている国の商品の国際価格を

アメリカ商品の国際価格に比べて相対的に上昇させる。したが って，自国通貨がドルに

（２００）
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対して「過大評価」されている国の資本は，労働生産性の上昇によっ て価格競争力を回

復するか価格以外の面での競争力を上昇させない限り ，自国においてもアメリカにおい

ても商品の販売市場を奪われる。逆にアメリカの資本は，労働生産性を上昇させなくて

も（あるいはその上昇が相対的に遅れていても），為替 レートを通じた不等価交換によっ て価

格競争力を強化して販売市場を奪い取る。ドルが「過大評価」されている場合は，逆で

ある。したが って，競争関係にある先進資本主義諸国の金融資本どうしの関係において

は， 自国通貨が「過小評価」されている国の資本が，為替 レートを通じた不等価交換に

よっ て， 自国通貨が「過大評価」されている国の資本から　　特に労働生産性の上昇の

困難な中小資本から　　販売市場を奪うという形態て独占利潤を取得する。この独占利

潤の源泉は自国通貨が「過小評価」されている国の資本が生みだした剰余価値であり
，

Ｃ部分，Ｖ部分とともに「過小評価」されている分だけ縮小される。とはいえ，この剰

余価値は自国通貨が「過大評価」されている国の市場を奪い取るという形態で実現され

る。ＩＭＦ体制下の国際通貨ドルは，各国金融資本が先進国市場を収奪する関係を媒介

するという機能，すなわち，「収奪通貨」　　市場収奪通貨　　としての機能を果たし

ていたのである 。

　このように，アメリカ金融資本とそれに従属する各国金融資本は，世界貨幣の価値尺

度機能を侵害して国際通貨ドルを収奪通貨として機能させ，独占利潤を獲得してい った 。

しかし，世界貨幣は価値尺度として機能するだけでなく ，一般的支払手段としても機能

する。そこで，次に，ＩＭＦ体制における一般的支払手段機能についてみていこう 。

　２　ＩＭＦ体制における一般的支払手段機能

　ＩＭＦ体制においては，アメリカ財務長官のＩＭＦ専務理事宛書簡（１９４９年５月２０日付）

において，各国通貨当局に対する確定分量での金ドル交換をアメリカが保証していた 。

これにより ，国際的な債権債務の相殺差額　　各国のトル債権　　か最終的に金て決済

されることにな った。これは，世界市場において働く価値法則の一つのモメントである

世界貨幣の一般的支払手段機能がこの体制に作用していることを意味する。しかし，ド

ルの減価による１オンス：３５ドルと実質的金平価との乖離にもかかわらず１オンス：３５

ドルで交換するのだから，ＩＭＦ体制における世界貨幣の一般的支払手段機能は，世界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
貨幣の価値尺度機能の侵害を前提としてｆ乍用していた 。

　とはいえ，世界貨幣の一般的支払手段機能が作用すること ，すなわち各国通貨当局保

有トルかいつでも確定金量と交換てきることは，各国通貨当局トルに対する信認の一つ

の根拠にな っており ，この法則が作用することで，ドルを中心とする統一的な国際通貨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１）
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体制が維持された。各国金融資本はこの統一的な国際通貨体制のもとで，商品取引を世

界的規模で拡大して国内の蓄積基盤を固め，さらに資本取引も世界的規模で拡大して多

国籍企業，多国籍銀行として国際的に展開してい った。したが って，世界貨幣が一般的

支払手段として機能することは，それが統一的な国際通貨体制を維持する根拠となる限

り， 金融資本の蓄積法則に照応しており ，この基礎上で金融資本は運動した 。

　しかし，世界貨幣の一般的支払手段機能が作用することによっ て， 第一に，アメリカ

の国際収支政策が限界づけられることにな った。国際収支赤字による対外短期債務の累

積が，アメリカの金保有量によっ て限界づけられるからである 。１９６０年代末までのアメ

リカの国際収支構造は，資本収支と移転収支の赤字を，貿場収支と貿易外収支の黒字で

補填するという構造にな っていた。したが って，金融資本の国際的展開と国家による対

外援助が世界貨幣法則によっ て限界づけられた。第二に，財政 ・金融を通じた成長政策

も限界づけられることにな った。流通必要金量を越える無価値な紙券の強制的な投入に

よるドルの金に対する絶対的減価はドルに対する信認を動揺させ，金による最終決済を

求める運動を引き起こすからである 。

　以上のように，金融資本は世界貨幣の支払手段機能が作用する下で十全に運動するこ

とができたが，そのことは同時に，金融資本が世界貨幣法則の限界のなかで運動しなけ

ればならないことを意味していた 。

　３　世界貨幣法則の反発

　これまでみてきたようにＩＭＦ体制下における金融資本の蓄積は，世界貨幣の価値尺

度機能を侵害し，また，この侵害を前提にして一般的支払手段機能を作用させながら ，

進められていた。しかし，世界貨幣法則を侵害すれぽその反発を引き起こすし，また世

界貨幣法則の限界のなかで運動しなけれぱならない金融資本はこの限界を制限と意識し

てこれを突破しようとする 。

　世界貨幣法則の反発は，まず，最初に，１９６０年１０月のロンドン自由金市場での金価格

の暴動として玩れ，西欧，日本の通貨の自由な交換性の回復にともない貨幣資本が投機

的に運動しはじめると ，激しいゴールド ・ラ ッシ ュが引き起これるようにな った。１９６７

年１１月から１９６８年３月にかけての三波にわたるゴールド ・ラ ッシ ュによる 口１■ドン金市

場閉鎖（６８年３月１５日 ，４月１日再開）はその現れである。また各国金融資本が保有する

過剰な貨幣資本は，各国通貨に対しても投機的運動を行うようになり ，１９６８年１１月には

相対的に強い通貨をもつ西ドイツを中心として ヨーロッパで為替投機が発生し ，１１月２０

日には，ヨーロッパ為替市場が閉鎖されるという事態が発生した。ゴールド ・ラ ッシ ュ

（２０２）
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にせよ ，為替投機にせよ ，いずれも投機によっ て媒介されているとはいえ，これらはド

ルをはじめとする弱い通貨に対する信認の動揺から生じているのであり ，これは根本的

にはＩＦＭ登録金平価および対ドル基準相場の価値法則からの乖離にもとづいている
。

これは世界貨幣が価値尺度として機能するという法則の反発である
。

　また，金ドル交換は，世界貨幣の一般的支払手段機能の作用を意味していたが，これ

は世界貨幣の価値尺度機能の侵害を前提としており ，金市場価格の上昇　　 トル価値の

減価　　によるトルに対する信認の動揺は，各国通貨当局の金トル交換を増大させてい

った。その結果，アメリカか保有する金量は減少していき，金トル交換停止　　世界貨

幣の一般的支払手段機能の侵害　　の可能性を発展させてい った 。

　しかし，ＩＭＦ体制は確定金量での金交換と金市場価格の固定を制度上の存立条件と

する国際通貨体制であり ，国家間の債権債務の相殺差額（通貨当局保有のドル残高）が累

積してアメリカの金保有量を上回 ったり ，インフレーシヨソによるドル価値の減価を反

映して金市場価格が上昇したりすると ，この制度の存立そのものが脅かされる。国際通

貨体制は，金融資本の運動と発展の不可欠の条件であり ，それなしには，国際的商品取

引も国際的資本取引もおこなえず，帝国主義世界体制を維持するための対外援助も不可

能になる。さらに，国際通貨体制が維持されなけれぼ，国際通貨ドルが世界的な収奪関

係を媒介する通貨として機能することも不可能となる。国際通貨体制の維持は金融資本

の必然的な意志である。ここに金市場価格の固定，金見換の維持のための国際通貨協力

やアメリカの国際収支対策が行われる必要が生じる。しかし，これらの措置はドル残高

の増大と金市場価格の上昇の根本的歯止めにはならず，１９６１年に非居住者保有ドル残高

がアメリカの金準備を上回り ，１９６７年には，通貨当局保有ドル残高だけでアメリカの金

準備を上回ることにな った。金市場価格は，１９７１年には，金１オソス：４２．５ドルまで上

昇していた。こうしてＩＭＦ体制は，世界貨幣法則の反発により ，その制度的な存立の

条件を失ってい った 。

　しかし，帝国主義段階の支配的資本は金融資本であり ，この段階を貫く基本法則，能

動的に作用する基本法則は，金融資本の収奪法則であり ，世界貨幣法則ではない。世界

貨幣法則の反発はＩＭＦ体制の存立の条件を失わせていくが，それにかわって世界貨幣

法則が貫徹する国際通貨体制を生み出しはしない。帝国主義の戦後段階における支配的

資本であるアメリカ金融資本と ，それに従属する各国金融資本の発展法則こそが金に制

限された国際通貨体制をその狭い基盤から解放し，新しい国際通貨体制を能動的につく
　　　　　　１Ｏ）
りだしてい った。したが って，ＩＭＦ体制における世界貨幣法則は，受動的に侵害され

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０３）
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る下位の法則の反発という形態で貫徹したのである 。

　（３）変動相場制下における世界貨幣法則の侵害と反発

　ＩＭＦ体制（ブレトン ・ウ ッズ体制）は１９６８年の金二重価格制移行にはじまり ，７１年の金

ドル交換停止を経て，キソグストソ合意（１９７６年）に基づくＩＭＦ協定第２次改正（１９７８

年４月発効）に至る過程で解体され，変動相場制に発展した。こうして成立した変動相

場制下の為替 レートは，各国通貨の代表金量間の比率や購買力平価を重心として変動す

るのではなく ，それらから恒常的に乖離して変動してきた。また，国際的な債権債務の

相殺差額は，世界貨幣によっ て決済されないままドルで保有されることにな った。この

両者は，新たな形態での世界貨幣法則の侵害であるが，ｒ無理」な現象ではない。変動

相場制における為替相場の変動や決済の繰り延べは，ＩＭＦ体制における世界貨幣法則

の作用一一価値尺度機能の反発と　般的支払手段機能の作用　　を，金融資本か自らの

発展にとっ ての制限と意識して，これを新たな形態で侵害することによっ て生みだした

現象であり ，法則的，必然的なものである。しかし，ここでも侵害された世界貨幣法則

は，一方的に侵害されるのではなく ，侵害に対する反発という形態で貫徹していく 。以

下， こうした見地から変動相場制下の世界貨幣法則の貫徹形態を明らかにしていく 。

　１　世界貨幣の価値尺度機能の侵害

　まず最初，先進資本主義国通貨の交換比率からみていこう 。変動相場制では，先進資

本主義国通貨の交換比率は制度的な歯止めを失って自由に変動するようにな った。ドル

の円との交換比率についてみれぱ，ＩＭＦ体制下の１ドル：３６０円から１９７１年１２月のスミ

ソニアン合意によっ て１ドル＝３０８円に切り下げられたのち，７３年２月のフロート移行

後い ったん１ドル＝２６５円まで下落し，その後３００円前後で変動を続けたのち，７８年には

１７６円（ＩＭＦレートの１／２）まで下落した。しかし，カーター政権のドル高政策によっ て

上昇に転じ，第１期 レーガソ政権の１９８５年には２４０円前後（ＩＭＦレートの２／３）まで上昇

していた。だか，同年９月のＧ５７ラサ合意を転機とするトル高是正策により８８年１月

には約１２０円（ＩＭＦレートの１／３，Ｇ５直前のレートの１／２）まで下落して ，その後１００円台

の前半で変動を続けている 。

　このように，ドルはその時々のアメリカの為替政策に従属して上下に，しかもアメリ

カの求める水準までに大幅に変動しており ，この変動はトルと円との代表金量間の比率

の変動に照応しているとは考えられない。さらに，新しい為替水準が定着すると数年に

わたってその水準か維持されることからみて，この変動かトルと円との代表金量間の比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）
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率を重心とする変動であるとも考えられない。むしろ，逆に，それからの恒常的な乖離

であると考えられる。だが，この価値尺度機能の侵害は，アメリカとアメリカ以外の先

進資本主義諸国との支配 ・従属関係を前提として，不等価交換によっ て資本蓄積を進め

ようとするアメリカ金融資本の運動法則による侵害であり ，法則的 ・必然的なものであ

る。 このことを，Ｇ５プラザ合意以後のドル 安・ 円高についてみればこうである 。

　８０年代後半のドル安 ・円高の直接的なきっ かけは，１９８５年９月のＧ５（先進５カ国蔵相

会議）による為替調整のための合意（プラザ合意）であ った。これ以降，ドル安 ・円高が

急速に進展し，プラザ合意当時１ドル＝２４０円前後だ ったものが，わずか２年間で１ド

ル：１２１円（８８年１月４日）まで下落し，ドルは１／２まで切り下げられた。この大幅なド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
ルの切り下げは，ドルと円の減価率格差（あるいは日米間のインフレ率格差）からは全く説

明できないし，したが ってまた，その後の１００円台前半という相場水準も ，日米通貨の

代表金量間の比率を重心とする変動とは理解できない。この相場水準は，直接的には ，

アメリカの為替政策がドル高からドル安誘導へ転換したことと ，このドル安政策に対す

る日本や西欧のｒサミット諸国」の協調によっ てもたらされたものである 。

　それでは，アメリカが国家意志を発動してドル安政策に転換したのは何故か。基本的

には，８１年に発足した第１期 レーガン政権のアメリカ再生計画が破綻し，対外純債務国

に転落（８５年）するほど低下したアメリカ企業の対外輸出競争力を，最大の貿易黒字国

日本の対米輸出競争力を低下させて回復する必要が生じたからである。ドル安 ・円高は ，

日本商品の価格をアメリカ商品の価格に比べて相対的に上昇させる。したが って，日本

の資本は，労働生産性の上昇によっ て価格競争力を回復するか価格以外の面での競争力

を上昇させない限り ，自国においてもアメリカにおいても販売市場を奪われる。逆にア

メリカの資本は，労働生産性が相対的に低くても ，日本側の競争力回復策が実現しない

限り ，為替 レートを通じた不等価交換によって価格競争力を強化して販売市場を奪い取

る。 アメリカの資本は，為替 レートを通じた不等価交換によっ て， 日本の資本から販売

市場を奪い取るという形態で独占利潤を取得する可能性を与えられる。だからこそ，ア

メリカ金融資本は，日米の支配従属関係を前提に，ドル安 ・円高を誘導したのである 。

　実際には，日米独占資本の競争力回復策が，価格 ・非価格両面で実玩したため，アメ

リカ資本による販売市場の獲得は実玩していない。しかし，通貨面だけをみれば，国際

通貨ドルは，アメリカ金融資本による日米両国市場の収奪を媒介しており ，「収奪通貨」

　　市場収奪通貨　　としての機能を果たしている 。

　以上のように，１００円台前半という相場水準の出玩は，アメリカ金融資本の発展法則

（２０５）
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による世界貨幣の価値尺度機能の侵害である。これは，８０年代後半のドル安 ・円高局面

の場合であるが，アメリカの貿易収支が赤字に転落した７０年代前半のドル安政策，レー

ガンの「強いアメリカの再生戦略」に基づくドル高政策においても ，為替相場の変動は

アメリカの為替政策の従属変数とな っており ，その為替政策を規定したものはアメリカ

金融資本の資本蓄積上の制限を突破しようとする戦略であ った。したかって設定する相

場水準は，その時々のアメリカ金融資本の蓄積戦略に照応したものであり ，各国通貨の

代表金量間の比率に規定されるものではなく ，むしろそれから垣常的に乖離していた 。

つまり ，変動相場制に移行したからとい って，相場水準が各国通貨の代表金量間の比率

に照応するようになるのではなく ，むしろ逆に，世界貨幣の価値尺度機能が侵害され ，

そこから乖離するのが法則となるのである 。

　世界貨幣の価値尺度機能の侵害についてもう一つみておく必要があるのは途上国通貨

と先進国通貨との交換比率についてである。途上国通貨の場合，先進資本主義国通貨が

変動相場制に移行したのとは異なり ，中南米諸国やアジア諸国，産油国を中心に１９７４年

時点で６５カ国がドルに対して基準相場を固定した。このため，ＩＭＦ体制の場合と同様
１２）

に， 対ドル基準相場で換算すると ，途上国の商品価格はその商品に含まれる労働量以下

に表示され，各国金融資本は途上国商品を価値以下で輸入することにな った。逆に，ド

ル建の先進国商品の価格は，対ドル基準相場で途上国通貨に換算すると ，その商品に含

まれる労働量以上の独占価格で表示され，各国金融資本は商品輸出によっ て商品価値以

上のドルを取得することにな った。つまり ，各国金融資本は為替 レートを通じた不等価

交換により ，途上国商品を安く買い叩き自国商品を高く売りつけたのである。こうして

各国金融資本は，ドルを媒介にした途上国からの価値収奪という形態で独占利潤を取得

した。しかし，７０年代後半から釘付けする通貨をＳＤＲや通貨バスヶ ツトに変更する国

が徐 々に増加し，８６年時点で対ドル ・ベッ グ３１カ国，対ＳＤＲ ・ベッ グ１０カ国，対通貨

バスケット ・ベッ グ３１カ国等と ，ドルに釘付けする途上国の数は少なくな っていた。だ

が， 釘付けする通貨を変更したとしても ，ドルが途上国通貨に対して「過大評価」，逆

に， 途上国通貨はドルに対して「過小評価」という傾向を変えるものではなく ，途上国

からの価値収奪は継続された。したが って，変動相場制下の国際通貨ドルは，金融資本

による途上国からの価値収奪を媒介するという機能，すなわち，「収奪通貨」　　価値

収奪通貨　　としての機能を果たしているのである 。

　以上，金融資本の蓄積法則による世界貨幣の価値尺度機能の侵害についてみてきた 。

しかし，金融資本の蓄積法則が侵害するのは価値尺度機能だけでなく ，一般的支払手段

（２０６）
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機能も侵害する。次にこのことをみていこう 。

　２　世界貨幣の一般的支払手段機能の侵害

　１９７１年１２月の金ドル交換停止は，国際的な債権ｆ責務の相殺差額（ドル残高）の金によ

る最終決済の停止を意味する。世界貨幣が一般的支払手段として機能するという法則の

内容は，国際的な債権債務か為替取引によっ て相殺されるとしても ，相殺差額の決済は

世界貨幣の存在形態である金で行われる，というものであるから，金ドル交換停止は ，

世界貨幣の一般的支払手段機能の侵害である 。

　しかし，世界貨幣の一般的支払手段機能が作用することは，金融資本の国際的展開

（資本収支赤字の要因）と ，帝国主義世界体制を維持するための対外援助（移転収支赤字の

要因）の国際収支上の限界をなしており ，また，財政 ・金融を通じた成長政策（ドルを減

価させドルに対する信認を動揺させる要因）を限界づけていた。したが って，アメリカの金

準備の減少と金市場価格の上昇を契機として，この限界を制限として突破することは ，

アメリカ金融資本の要求であり ，アメリカ金融資本の発展法則に照応したものである 。

したが って，この侵害はアメリカ金融資本の蓄積法則による侵害であり ，法則的，必然

的なものである。しぼしぼ主張されるような法則に反する「無理」な現象ではない 。

　アメリカの金ドル交換停止により ，自由金市場でドルと金を交換するか，あるいは ，

為替市場でドルを他国通貨と交換しない限り ，ドル債権は決済されないまま保有される

ことにな った。その結果，アメリカ金融資本は，ドルに対する信認が動揺しない限り世

界貨幣法則の　般的支払手段機能から自由にな って運動できるようにな った。また，前

項でみたように，金融資本は世界貨幣の価値尺度機能から自由にな って，国際通貨ドル

を媒介とする世界的収奪を進めるようにな った。しかし，アメリカ金融資本やそれに従

属する各国金融資本は世界貨幣法則から無制限に自由にな ったわけではない。世界貨幣

法則に対する侵害はその侵害に対する反発を生みだし，金融資本の運動はやはり世界貨

幣法則に制限される。次にこのことをみてみよう 。

　３　世界貨幣法則の反発

　金トル交換停止下の世界市場においては，トルか金にかわって　般的等価物として機

能するかのような現象が生じており ，事実貨幣が商品形態から解放されると主張する見

解も存在する。しかし，貨幣が商品形態から「解放」されてしまうのであれば，貨幣は

価値でなくてもよいことになる。このような見解は貨幣それ自体の理解において根本的

に誤っている。商品の内在的価値がその商品に等置される他商品の使用価値の一定量で

表現されるというマルクスの規定は，貨幣の諸機能の前提として，商品経済関係に必然

（２０７）
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的に貴徹する法則だからである 。

　商品の価値が労働時間によっ て直接的に表示されず，労働時間が対象化された他商品

の一定量で表示されるのは，資本主義的経済関係かその基礎に商品経済関係をもっ てお

り， 商品経済関係が「互いに他人であるという関係」だからである。マルクスは商品生

産における経済的杜会関係を相互他人性という経済的杜会関係であると明確に述へてい

る。 この商品経済関係における生産は，私的所有に基づく無政府的生産である。だから ，

商品は労働時間を直接に表示せず，商品はその内在的価値量を他の商品の一定分量で表

示しなけれぱならない。商品所有考の経済関係が相互他人的であり ，生産の形態が無政

府的であることは，世界市場においてもかわらない。だからこそ，世界市劾こおける一

般的等価物は特殊な商品，すなわち金なのである 。

　金ドル交換停止は金とドルとの間のつながりを制度的に断ち切りたいという金融資本

の欲求を表現するものであるが，しかし，金ドル交換停止を宣言したからといって商品

経済関係は廃止されず，資本主義的競争のもつ無政府性も止揚されない。世界的経済関

係が計画的な経済関係にならない限り ，世界市場における　般的等価物か金であるとい

う法則は，金ドル交換停止のもとでも貫徹しようとするのである 。

　しかし，帝国主義段階の支配的資本は金融資本であり ，その蓄積法則は不等価交換を

つうじた収奪法則であるから，この法則が下位の法則である商品経済関係の法則を能動

的に侵害する。ＩＭＦ体制においては世界貨幣の価値尺度機能が侵害され，この侵害を

前提として　般的支払手段機能か作用した。変動相場制においては価値尺度機能か侵害

されるだけでなく国際的債権賃務の相殺差額の金による決済も停止されている。しかし ，

この侵害は商品経済関係を廃止してしまうわけではないから，世界貨幣法則　　世界貨

幣は世界市場における一般的等価物であり ，価値尺度，一般的支払手段として機能する

という法則　　は，この侵害に対して反発し，この侵害を自らの内に吸収し，その法則

のうえで運動させようとする 。

　世界貨幣の価値尺度機能の侵害に対する反発は，金市場価格の上昇として現れる。ド

ルの絶対的な減価にもかかわらず，ＩＭＦ体制のもとで戦後２５年間にわたって固定され

ていた金価格は，金市場価格の上昇という形態でその「過小評価」を徐々に回復してい

った。各国通貨が変動相場制へ移行した１９７３年２月に，アメリカは金公定価格を金１オ

ソス＝３８ドル（スミソニアン ・レート）から４２ドルヘ引き上げたが，その時点での金市場

価格は７０ドルであり ，その後５月末には金１オソス＝１００ドルを越え，そのまま１００ドル

前後で推移した。その後も金価格は上昇を続け，１９７６年に一時低下したものの，７７年以

（２０８）
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後再び上昇をはじめ，７８年に２００ドル水準に到達した後，１９７９年１月にはい ったん１オ

ソス：８５０ドルまで上昇し，８０年なかばまで６００ドル前後で推移した。しかし ，８０年なか

ぼから低落しはじめ，８１年に３００ドル代に戻って以降，現在（１９８９年）まで３５０～４５０ドル

の間で変動を続けている。ここでいう金価格というのは，この変動が金投機によっ て媒

介されているため，投機対象となる金商品のドルで表示された価格のようにみえるが ，

長期的 ・傾向的にみれぱ，ドルが代表する金量を表している。すなわち，ＩＭＦ体制下

における１ドル＝１／３５オソスから１ドル＝１／３５０～１／４５０オソスヘのドル減価（１／１０へ

の減価）を表している。これは，ＩＭＦ体制下における世界貨幣の価値尺度機能の侵害に

対する反発が，変動相場制において現れたものと理解される 。

　変動相場制に固有の価値尺度機能の侵害に対する反発は，アメリカ金融資本のもとめ

る相場水準に為替 レートを固定しておくことに対する他の先進資本主義諸国や発展途上

国の反発という形態で現れる。たとえぱ，アメリカ企業の国際競争力を回復するために ，

ドル安 ・円高の相場水準を設定すれば，労働生産性の上昇により競争力を維持しようと

する日本独占資本の下で低賃金で長時間 ・過密労働を強制される労働者や，製品単価の

切り下げによって収奪される下請げ中小資本から，相場水準是正を求める要求を生みだ

すことになる。また，国際通貨トルを媒介とする途上国からの価値収奪は，新国際経済

秩序を求める途上国の運動や，債務の利払停止なとの要求を生みだすことになる。これ

らの要求は，各国通貨の代表金量問の比率から乖離した相場水準を，それに近づけよう

とする要求という意味をもつ。したが って，これは，価値尺度機能の侵害に対する反発

である 。

　世界貨幣の一般的支払手段機能の侵害に対する反発は，金市場価格の暴騰に反映され

る金市場での大量の金ドル交換として現れる。アメリカが金ドル交換を停止している下

で， ドルの金による決済をもとめる運動は，自由市場でのドル売り ・金買いとして現れ

るからである。ドル減価が金価格の上昇に反映していく過程であ った７０年代においては ，

アメリカのイソフレ率の上昇や，先進国通貨に対するドルの下落により ，ドルに対する

信認の動揺がいったん発生すると ，金投機に媒介されて国際通貨としてのドルに対する

信認は急速に失われ，ドルと金との交換を求める運動が発生した。１９７９年から８０年にか

けての金価格の暴騰がそれである 。

　１９７６年に登場したカーター政権は，減税と公共支出増による財政拡大政策を実施し ，

連銀は引き続き金融緩和政策を進めた。このため，イソフレ 率は７６年の５．８％から６．５％ ，

７． ７％，１１ ．３％，１３．５％と毎年上昇し，ドルは主要国通貨に対して大幅に下落してい っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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た。 さらに金価格も７８年には２００ドル水準に到達し，ドルに対する信認は動揺しはじめ

た。 ここに金投機によっ て媒介される大量のドル売り ・金買い運動が発生し ，７９年１月

には金１オ１■ス＝８５０ドルという相場水準が現れ，その後も８０年なかぱまで金価格は６００

ドル前後で変動した。これは，投機によっ て媒介されているとはいえ，ドル債権を金に

よっ て決済しようとする運動であり ，世界貨幣の一般的支払手段機能の反発であり ，ド

ルが金にかわって　般的支払手段として機能することの限界を表している
。

　ドルに対する信認の動揺は，ドルを各国通貨と交換する運動も引き起こすから，金価

格の急激な上昇は，この運動を加速する作用もはたす。この運動が進展するならぱ，こ

れは複数国際通貨体制の可能性を発展させることになる。もちろん，ドルが売られ各国

通貨が買われるからとい って，ただちに複数国際通貨体制が出現するわけではない。こ

の可能性が発展し，現実性に転化するには，資本主義世界体制における力関係の根本的

変化が必要であり ，それなしには複数国際通貨体制が出現することはない。とはいえ ，

世界貨幣の一般的支払手段機能の反発によっ て金市場価格が急騰してドルに対する信認

を動揺させ，これがドルと各国通貨の交換運動を加速するならぱ，やはり ，それは複数

国際通貨体制の可能性の発展である 。

　金ドル交換停止と変動相場制によっ て， 金融資本は世界貨幣法則から自由になるよう

にみえた。価値尺度およぴ　般的支払手段としての金は国際通貨体制から姿を消したか

のようにみえたらしかし，このことの本当の意味は金融資本の蓄積法則による世界貨幣

法則の侵害ということであ って，世界貨幣法則を廃止したわけではない。国際通貨ドル

を収奪通貨として機能させ，国際的収奪を進めようとする金融資本の運動は，商品経済

関係を廃止してしまわない限り ，世界貨幣法則の反発という形態で，依然として価値法

則に制限されるのである 。

　　 １）　 レー二１■は『帝国主義論』の第１章と第２章で，独占的産業資本と独占的銀行資本のカテ

　　　 ゴリーの内容を明らかにしたのち，第３章で金融資本の概念の内容を簡潔に与えている
。

　　　　「生産の蓄積，そこから成長してくる独占体，銀行と産業と融合あるいは癒着，一これ
　　　が金融資本の発生史であり ，金融資本の概念の内容である 。」（『レーニン全集』第２２巻，大

　　　月書店版，２６０ぺ 一ジ）。

　　　　すなわち，独占的産業資本と独占的銀行資本とのｒ融合あるいは癒着」が金融資本の概念

　　　 の内容である。この「融合あるいは癒着」の本質的内容については，上野俊樹 ・鈴木健編

　　　『現代の甲家独占資本主義』上巻，１９８７年，１～９べ 一ジ，および，服部泰彦「金融資本の

　　　概念とその運動形態」大阪市立大学大学院［大阪市大論集』第４３号，１９８３年４月 ，を参照 。

　　 ２）資本主義の発展段階を剰余価値取得の形態によっ て区別するという考え方については，見

　　　田石介ｒ資本の一般理論とその発展段階の理論と関係について」『見田石介著作集』第３巻
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１０）
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　大月書店，を参照 。

３）マルクス『経済学批判要綱』大月書店，第ｎ分冊，２５５ぺ 一ジ 。

４）「限界と制限」に関する弁証法については，久留間鮫造編著『マルクス経済学 レキシコソ』

　＠の「しおり」を参照 。

５）独占段階においては，価値法則が剰余価値法則によっ て法則的に侵害（Ｖ
ｅｒｌｅｔｚｔｅｎ）され

，

　価値法則はこの侵害に対して反発するという形態で貫徹するという点については，上野俊樹 ，

　前掲書，１６～２０ぺ 一ジ。を参照 。

６）ＩＭＦ体制の制度的内容については，堀江薫雄『国際通貨基金の研究』岩波書店 ，１９６２年 ，

　を参照 。
７）　 これは，金ドル交換停止後の金市場価格の上昇から推測される 。

８）途上国通貨の対ドル基準相場が「過低評価」にな っていたことについては，さしあたり ，

　寺本光朗『新植民地主義と南北問題』大月書店，を参照 。

９）世界貨幣の価値尺度機能の侵害に対する反発は，皿（２）３でみるように，金市場価格の上昇

　として現れる。したが って，自由金市場で金を購入するよりも金ドル交換を行ったほうが一

　単位のドルでより多くの金を取得できることになり ，各国通貨当局の金ドル交換を増大させ

　る。価値尺度機能の侵害を前提して　般的支払手段機能を貴徹させることはこうした現象と

　して現れるのである 。

１０）　
この点については，拙稿「不換ドルの貨幣 ・信用論的意味」『立命館経済学』第３７巻第３

　号，１９８８年８月 ，を参照 。
１１）　
この時点での購買力平価は，労働省資料（１９８５年）で１ドル＝２３１円（消費者物価），三井

　銀行『調査月報』１９８６年８月号で１ド ノレ＝２４０円（消費者物価，８６年５月），ＯＥＣＤ試算

　（８７年２月）で１ドル＝２２３円（ＧＤＰ物価 ，８６年），とされている 。

１２）本稿ｎ（２）１を参照 。

（２１１）




